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平成27年度 県民経済計算 (推計)の概要

長崎県県民生活部統計課
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1.概   要

平成27年度の長崎県の経済規模を示す県内総生産は、名日で4兆
3,822億 円、物価変動の影響を除いた実質では、4兆 2,362億 円
となつた。
この結果、平成27年度の経済成長率は名自で7.6%増 、実質でも
6.0%増 となつた。
総生産の動きをみると、製造業が大幅に増加し、農業、水産業、保健衛
生 。社会事業、卸売 。小売業等も増加した。
経 済 成 長 率 (=県内総生産 (生産側)の対前年度増加率 )
名目 7口 6%増  (国  2r8%増 )

実質 6.0%増  (国  1.3%増 )
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【県民経済計算の概念】

県民経済計算は、一年間 (4月 ～翌年3月 )の県民の経済活動により生み出される付加価値につ

いて、「生産」、「分配」、「支出」の三面から捉えたもので、県経済の規模、産業構造、経済成長率等

を知ることができる。
まず、各生産部門で土地、労働、資本などの生産要素を組み合わせて生産活動を行つた結果、新

たに付加価値が生み出される(生産)。 この付加価値は、各生産要素の提供者に、地代、賃金、利潤

などの形で分画己された後 (分配)、 その一部は消費され、残り
「よ貯蓄されて投資に向かう(支出)。

これがさらに生産を誘発する、といつた流れ (循環)としてとらえることができる。
このように、県民経済計算とは、同一の価値の循環を「生産」、「分配」、「支出」の三面からとらえ

たものであり、理論的にこれらは一致する。これを「三面等価の原則」という。



(1)第 1次産業 (名 目)は、1,258億 円となり、対前年度比 10.4%増 (118億円増)。
産業別にみると、農業は、野菜、いも類の生産額の増加により 7.0%増 (49億円増)。 水産
業は、あじ類、ぶり類の漁獲量の増加により15.7%増 (64億円増)。
(2)第 2次産業 (名 日)は、1兆 367億円となり、対前年度比 31.0%増 (2,452億円増)。
産業別にみると、製造業は、電子部品ロデバイス、はん用 日生産用 日業務用機械等の増加

により52.6%増 (2,600億円増)。
(3)第 3次産業 (名 日)は、3兆 2,024億円となり、対前年度比 2.20/0増 (704億円増)。

産業別にみると、保健衛生 B社会事業が医療業の増加により4.3%(211億円)の増、卸売・小売

業が卸売業の増加により4.3%増 (194億円増)。

2.県内総生産 (生産側)

■  県内総生産は、名日 4兆 3,822億 円
(生産側) 実質 4兆 2,362億 円

県内総生産 (生産側)の推移
億円

対前年度比 7.6%増 (3,084億 円増)
対前年度比 6.0%増 (2,379億 円増)
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注 :輸入品に課される税 日関税等を除くため、各産業の合計は100とはならない。
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3口 県 民 所 得

■ 県民所得は、3兆 2, 881億円  対前年度比 7.99も増 (2, 407億円増)
■  1人当たり県民所得は、2, 388千円  対前年度比 8.7%の増
■  1人当たり国民所得に対する割合は、対前年度比4.3ポイント上昇 (78.1%)

(1)県民所得の7割以上を占める県民雇用者報酬は、2兆 4,471億 円となり、賃金 日俸給の増
により対前年度比 5.1%増 (1,192億円増)。
(2)財産所得 (J卜企業部門の純受取)は、1,´759億円で、対前年度比 7.6%減 (146億円減)。
(3)企業所得は、6,650億円となり、民間法人企業の増により、対前年度比 25.7%増

(1,361億円増)。
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4.県内総生産 (支出側 )

県内総生産 (支出側)は、4兆 3, 822億円 対前年度比 7.69も増 (3,084億円増)

(1)県内総生産 (支出側)の約 6割を占める民間最終消費支出は、2兆 7,303億 円となり、
家計最終消費支出 (個人消費)での交通などの減により対前年度比 0.3%減 (73億円減)。
(2)政府最終消費支出は、医療費の増により1.8%増 (233億円増)。
(3)総資本形成は、住宅投資、企業設備投資の増により対前年度比 30.3%増 (2,831億円増)。

<参考>県 (国)民経済計算主要指標 (単位:%,億円,千円/入 )

項 目
長崎県 国

26年度 27年度 26年度 27年度

経 済 成 長 率
名 目 -2.3 7.6 2.1 2.8ヽ

実  質 -4.1 6.0 -0.4 1,3

県 (国 )内総生産

(生産側 )

名 目 40,738 43,822 5i178,666 5,3217914

実  質 39.982 42,362 5,103,931 5,171,953

県 (国)内総生産 (支出側 ) 40,738 43.822 5,178,666 5,321,914

県 (国)民 所 得 30,473 321881 3,783,183 3,884,604

1人当たり県 (国 )民所得 2.197 2,388 2,977 3.059

注)1.上記 3, 4の係数は内閣府公表ベース
2.計数は、単位未満を四捨五入で表示しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。



産  出 額

県 民 経 済 計 算 の 相 互 関 連 図

(平 成 27年 度 )

財貨・サービスの移出入(純 )・統計上の不突合

△8,521億円

生 産

分 配

支 出

(市場価格表示)
7ヅL7,345億円

県内総生産 (生産側 )

(市場価格表示 )
4兆 3.822億円

県内純生産

(市場価格表示)
3兆4,489億円

県 内純 生産

(要素費用表示)
3ノLl,771億円

県民純生産

(要素費用表示)
3兆2,381億 円

県 民 所 得
(要素費用表示)
3兆2,381億 円

県民総所得

(市場価格表示)
4兆 4,932億円

県内総生産 (支出側 )

(市場価格表示 )
4兆 3,822億円

固定資本減耗
9,33鎌 円

t

県内絵生産 (付加価値)
4兆 3,822億円

中間投入
3兆3,523億円

県内総生産
4兆 31822億円

生産。輸入品に課される税(控除)補助金

2,718億円

寺

〆
/県 内 純 生 産

(要素費用表示)
3兆 1,771億円

県民雇用者報酬 十財産所得十企業所得

2兆4,471億 円   1,759億 円 6,650億円

県外からの所得 (純 )

1,110億 円

営業余乗l・
混合所得
7,394億円

県内雇用者報酬

2兆 4,377億円

県 内 純 生 産

(要素費用表示)

3ジLl,771億円

県外からの所得 (純 )

1,110億円

県内総生産 (支出側 )
4兆 3,822億 円

総資本形成

り低2,163億

円

民間最終消費支出
2兆7,303億 円

政府最終消費支出
1兆 2,876億円

注)計数は単位未満を四J舎王入で表示しているため合計が一致しない場合があります。


